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ユニット型指定介護老人福祉施設　
特別養護老人ホームみとやの郷　重要事項説明書
１　経営法人

	法人名
	社会福祉法人　萌友福祉会

	法人所在地
	雲南市三刀屋町乙加宮３４００番地２

	電話番号
	０８５４－４５－０２５１
	ＦＡＸ
	０８５４－４５－０２５２

	代表者名
	理事長　山根成二

	設立年月日
	平成２５年４月１日


２　施設の概要
	施設名
	特別養護老人ホーム　みとやの郷

	施設所在地
	雲南市三刀屋町乙加宮３４００番地２

	施設長名
	障子弘敏

	電話番号
	０８５４－４５－０２５１
	ＦＡＸ
	０８５４－４５－０２５２

	開設年月日
	平成２６年４月１日

	基本理念
	【尊厳】　【家庭との連続】　　【自律支援】　【結び付き】

	施設の目的
	　居宅における生活への復帰を念頭に置いて、居宅における生活と入居後の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことができるよう、介護保険法令の主旨に従いユニット型指定介護老人福祉施設サービスを適切に提供することを目的とします。

	施設の運営方針
	（１）入居者の尊厳を重視する立場に立って一人ひとりの個性を重んじ居宅における生活と施設での生活が連続したものになるよう配慮し、各ユニットにおいて入居者同士が社会的関係を築き、自律的な生活を営むことができるように努める。
（２）入居者や施設が地域の中で孤立しないよう、地域、家庭との結び付きを重視し、親しまれ、愛される施設運営に努める。そして、地域の関係機関、保健、医療、福祉との密接な連携を図り、総合的なサービス提供に努める。
（３）職員は、入居者とのより良い人間関係の構築に努め、全ての職員が安定した良質なサービス提供ができるよう環境整備の確立を図る。
（４）安心で安全なサービス提供に心がけることにより、入居者や家族が安心して生活できるように努める。


３　施設で実施する福祉サービス
	サービスの種類

	島根県知事の事業所指定
	定員

	
	指定年月日
	指定番号
	

	ユニット型指定介護老人福祉施設
	令和２年　４月　１日
	3271490066
	６０人


４　施設の設備
（１）施設の面積
	敷地面積
	２５３３０．６２㎡

	建物構造
	鉄骨造平家建（耐火構造）

	延べ床面積
	２８６７．７０㎡


（２）居室の状況
	居室の種類
	居室数
	居室当たりの床面積
	備考

	ユニット型個室
	６０室　
	１７．８２㎡
	


☆居室の変更：入居者及びその家族等から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況により施設でその可否を決定します。また、入居者の心身の状況により居室を変更する場合があります。その際には、入居者及びその家族等と協議のうえ決定するものとします。
（３）主な設備
	設備の種類
	数
	床面積
	備考

	共同生活室
	６
	577.8㎡
	１ユニット96.3㎡

	キッチン
	６
	63㎡ 
	１ユニット10.5㎡

	厨房（１）
厨房（２）
	１
１
	46.6㎡
14.3㎡
	調理
食器洗浄

	医務室
	１
	34.0㎡
	

	一般浴槽
	６
	49.5㎡
	１室あたり8.25㎡

	特殊浴槽
	１
	22.4㎡
	

	共同洗面所
	6　ヶ所
	
	洗面所全居室完備

	共同トイレ
	3　ヶ所
	
	トイレ全居室完備


５　職員体制
（１）職員の配置状況
	職種
	業務内容
	員数

	施設長（管理者）
	施設の業務を統括し、職員を指揮監督します。
	１人

	副施設長
	施設長の業務を補佐し、職員を指導監督します。
	１人以上

	事務職員
事務局長・次長含む
	会計事務、給与事務その他の庶務を行います。
	３人以上

	医師（嘱託医師）
	入居者の健康管理及び療養上の指導を行います。
	２人（非常勤）

	生活相談員
	入居者の生活全般についての相
談、援助業務等を行います。
	１人（常勤）

	介護支援専門員
	入居者の施設サービス計画に関する業務を行います。
	１人（常勤）

	介護職員・介護助手
（ユニットリーダー含む）
	入居者の日常に必要な介護等を行います。

（ユニットの業務を統括し、関係部署との連絡調整にあたります。

各ユニットに１名）
	３０人以上（常勤換算）


	看護師・准看護師
	入居者の健康管理、保健衛生業務等を行います。
	４人以上（常勤換算）

	機能訓練指導員


	入居者の身体機能の把握、改善のための機能訓練を行います。
	１人以上

	管理栄養士・栄養士
	献立作成、入居者の食事全般に関する栄養指導等を行います。
	１人以上（常勤）

	調理職員


	食事の用意並びに、食材食器等の衛生的管理を行います。
	４人以上


※職員の配置については、指定基準を遵守しています。
（２）主な職員の勤務時間
	職種
	勤務時間
	備考

	施設長（管理者）
	８：３０～１７：３０
	

	副施設長
	８：３０～１７：３０
	

	事務職員
	８：３０～１７：３０
	
	

	医師（嘱託医師）
	１５：００～１７：００
	定期に月１回以上及び随時往診

	生活相談員
	８：３０～１７：３０
	

	介護支援専門員
	８：３０～１７：３０
	

	介護職員・介護助手
(ユニットリーダー含む）
	早出　　６：５０～１５：５０
日勤　　８：００～１７：００
遅出①１０：００～１９：００
遅出②１１：００～２０：００
準夜　１３：１０～２２：１０
夜勤　２２：００～　７：００
	

	看護師・准看護師
	早出　　８：００～１７：００
日勤　　９：００～１８：００
遅出　１０：００～１９：００
	

	管理栄養士・栄養士
	８：３０～１７：３０
	

	調理職員
	早出　　６：００～１５：００
日勤    ８：３０～１７：３０
遅出 　1０：００～１９：００
	

	機能訓練指導員
	８：３０～１７：３０
	


６　介護保険給付内の施設サービス
　（１）施設サービス計画
　　　　入居者に対する具体的なサービス提供方針やサービス内容は、施設サービス計画に記載します。
　　　　施設サービス計画の作成及びその変更は、次のとおり行います。
　　　　①　施設サービス計画の作成は、介護支援専門員が担当します。
　　　　②　施設サービス計画の作成に当たっては、入居者が自立した生活を営むことができるよう、入居者及びその家族等の希望、解決すべき課題等を把握し、施設サービスの提供に当たる他の職員と協議の上、作成します。
　　　　③　介護支援専門員は、施設サービス計画を入居者又はその家族等に書面で交付し、丁寧に説明を行い、同意を得た上で決定します。
　　　　④　介護支援専門員は、施設サービス計画の実施状況を定期的に把握し、変更の必要があるかどうかを確認します。
　　　　　　変更の必要がある場合は、入居者又はその家族等と協議して、施設サービス計画を変更します。
（２）施設サービスの内容
	施設サービス
	内容

	食事
	· 入居者の嗜好を尊重し、季節感のある食事を提供します。
· 入居者の健康や身体状況に応じた食事を提供します。
（ただし、食費については、介護保険の給付外となります。）

	入浴
	· 清潔を保ち、心身のリフレッシュをはかるため、一人ひとりの身体の状態にあった入浴を援助します。

	排泄
	· 排泄の自立を促がすため、本人の身体能力を最大限に活用した援助を行います。
· おむつの使用は、個別に合った種類を選んで使用します。

	離床・着替え
整容等
	・　生活のリズムを考え身体状況に合わせて更衣を行います。
・　洗濯は当施設で行います（特別に洗濯する必要があるものは除きます）。

	機能訓練
	・　日常生活を営むのに必要な機能の改善と身体能力の低下を防止するため、入居者の状況に合った機能訓練を行います。

	健康管理
	・　医師や看護職員が、健康管理を行い、心身の健康状態に留意し疾病の早期発見、予防に努めます。

	相談・援助
	・　入居者及び家族からの相談については、可能な限り必要な援助を行います。

	行事等

	・　生活に潤いと張りを持ってもらうため、年間の行事を予定します。
家族や地域の方と連携をとりながら、また、ボランティアの協力を得
ながら実施します。

	外出支援
	・　自宅への外出、買い物や散歩等の外出を援助します。
・　入居者の希望や心身の状況を踏まえながら、地域の行事に参加します。

	家族等との交流
	・　施設での状況を、広報等にて随時お知らせします。
・　行事等には、家族等の参加をお願いします。

	代行業務
	・　行政機関に対する手続きを入居者及び家族等が行うことが難しい場合は、施設が代行します。ただし、住民票の異動については、家族等でお願いします。


（３）看取り介護

　　　入居者が、医師により回復の見込みがない終末期の状態と診断された場合、家族の希望を確認の上、次のとおり、施設で最期を迎えられるよう必要な援助を行います。
　なお、詳細は別紙「特別養護老人ホームみとやの郷看取りに関する指針」のとおりです。
　　①　医師の協力のもと、施設サービスを提供する職員が、本人の尊厳に十分配慮しながら看取りのための介護を行います。
　②　医師、看護職員、生活相談員、介護職員、管理栄養士等が協働し、看取り介護に関するカンファレンスを行い、家族等と密接な連絡を取ります。
③　看取り介護中であっても家族等が希望される場合は、いつでも中止することもできます。
　　④　当施設では、夜間は看護職員が不在ですが、看護職員と２４時間連絡がとれる体制を確保しています。

　
（４）利用料
ア　ユニット型介護福祉施設サービス費
	介護区分
	ユニット型介護福祉施設サービス費（１日につき）
	自己負担額

	要介護１
	６,７００円
	左のサービス費の
１割、２割、３割

	要介護２
	　　　　　　　　　　７,４００円
	

	要介護３
	　　　　　　　　　　８,１５０円
	

	要介護４
	　　　　　　　　　　８,８６０円
	

	要介護５
	９,５５０円
	


イ　施設の体制等に係る加算
	名称
	算定要件
	料金
	対象
	自己負担額

	①　介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）
	所定単位数の１４.０％
	個別
	全員
	個別料金の
1割、2割、3割

	②　看護体制加算（Ⅰ）ロ
	常勤の看護師を配置することにより算定
	１日につき
４０円
	全員
	

	③　看護体制加算（Ⅱ）ロ
	常勤換算で看護師４名配置することにより算定
	１日につき

８０円
	全員
	

	④　日常生活継続支援加算
	介護福祉士の数が入居者の数の６分の１以上
	１日につき

４６０円
	全員
	

	⑤　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
	看護・介護職員の総数のうち常勤が７５％以上
	１日につき

６０円

	全員
	左の料金の
1割、2割、3割
左の料金の

1割、2割、3割


	⑥　栄養マネジメント強化加算
	入居者ごとの継続的な栄養管理を強化して実施した場合
	１日につき

１１０円
	全員
	

	⑦　科学的介護推進体制加算（Ⅱ）
	入居者ごとに疾病、ＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況等の情報を厚生労働省に提出し、かつ必要な情報を活用した場合
	１月につき

５００円
	全員
	

	⑧　夜勤職員配置加算（Ⅱ）ロ
	夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が最低基準を１人以上上回っている場合
	１日につき
１８０円
	全員
	

	⑨　協力医療機関連携加算
	協力医療機関と、入居者の現病歴等の情報共有を行う会議を定期的に開催する場合
	令和６年度
	１月につき

１,０００円
	全員
	

	1 
	
	令和７年度～
	１月につき

５００円
	全員
	

	⑩　高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）
	新興感染症等発生の対応について、感染症法第二種協定指定医療機関及び協力医療機関と連携する場合
	１月につき

１００円
	全員
	

	⑪　高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）
	感染対策向上加算届を行っている医療機関から、３年に１回以上感染制御等の実地指導を受けている場合
	１月につき

５０円
	全員
	

	⑫　生産性向上推進体制加算（Ⅰ）
	見守り機器等のテクノロジーを複数導入し、業務改善のデータを提供する場合
	１月につき

１,０００円
	全員
	

	⑬　生産性向上推進体制加算（Ⅱ）
	見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入し、業務改善委員会等を開催し、データを提供する場合
	１月につき

１００円
	全員
	

	⑭　認知症チームケア推進加算（Ⅱ）
	認知症に係る専門的研修修了者１名以上配置しチームケアを実施した場合
	１月につき
１,２００円
	全員
	


（注）④日常生活継続支援加算を算定する場合は、⑤サービス提供体制強化加算(Ⅲ)は算定しません。　　　　　
⑫生産性向上推進体制加算(Ⅰ)を算定する場合は、⑬生産性向上推進体制加算(Ⅱ)は算定しません。　　　
ウ　その他必要に応じ算定する加算等
	名称
	算定要件
	料金　
	対象
	自己負担額

	1 初期加算
	入居日から３０日以内の期間。３０日以上の入院後の再入居も同様
	１日につき

３００円
	個人

	左の料金の

1割、2割、3割
左の料金の
1割、2割、3割
左の料金の
1割、2割、3割
左の料金の
1割、2割、3割


	2 入居者が入院し、又は外泊した時の費用
	病院等へ入院した場合及び居宅などへ外泊を認めた場合（月６日を限度）
	１日につき

２,４６０円
	個人
	

	3 個別機能訓練加算（Ⅰ）
	入居者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合
	１日につき

１２０円

	個人

	

	4 個別機能訓練加算（Ⅱ）
	個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、かつ必要な情報を活用した場合
	１月につき

２００円
	個人
	

	5 個別機能訓練加算（Ⅲ）
	上記に加え、入居者の口腔の健康状態に関する情報及び入居者の栄養状態に関する情報を相互に共有する場合
	１月につき

２００円
	個人
	

	6 看取り介護加算（Ⅱ）
	看取り介護を行った場合、死亡日４５日前から３１日前について算定
	１日につき

７２０円
	個人
	

	
	看取り介護を行った場合、死亡日３０日前から４日前について算定
	１日につき

１,４４０円
	個人
	

	
	看取り介護を行った場合、死亡日の前日及び前々日について算定
	１日につき

７,８００円
	個人
	

	
	看取り介護を行った場合、死亡日について算定
	１日につき

１５,８００円
	個人
	

	⑦　在宅復帰支援機能加算
	退所後在宅において介護を受けることとなった者の家族と連絡調整を行い、指定居宅介護支援事業者に情報提供・居宅サービス利用に関する調整を行った場合
	１日につき
１００円
	個人
	

	⑧　ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）
	ＡＤＬの評価を一定の研修を受けた者により、Ｂａｒｔｈｅｌ Ｉｎｄｅｘで行った場合、ＡＤＬ利得の平均値が１
以上である場合
	１月につき
３００円
	個人

	

	⑨　ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）
	ＡＤＬの評価を一定の研修を受けた者により、Ｂａｒｔｈｅｌ Ｉｎｄｅｘで行った場合、ＡＤＬ利得の平均値が２以上である場合
	１月につき
６００円
	個人


	

	⑩　療養食加算
	医師の食事せんに基づき入居者の症状等に応じた療養食を提供した場合
	１回につき

６０円
(１日につき３回を限度）
	個人
	

	⑪　新興感染症等施設療養費
	新興感染症のパンデミック発生時等に、感染した入居者を施設内で療養した場合
	１日につき
２，４００円
(１月１回、連続５日限度）
	個人
	

	⑫　配置医師緊急時対応加算
	嘱託医師が午前８時から午後６時までの間に施設を訪問して診療した場合
	１回につき
３,２５０円
	個人
	

	
	嘱託医師が午後１０時から午前６時までの間に施設を訪問して診療した場合
	１回につき
１３,０００円
	個人
	

	
	嘱託医師が午前６時から午前８時まで又は午後６時から午後１０時までの間に施設を訪問して診療した場合
	１回につき
６,５００円

	個人
	

	⑬　安全対策体制加算
	入居に際し介護福祉施設としての安全対策を行った場合
	入居初日のみ
２００円
	個人
	

	⑭　経口移行加算
	経管により食事を摂取している入居者が医師の指示のもと管理栄養士及び看護職員による支援により経口による食事の摂取を進めた場合
	１日につき
２８０円
(最大１８０日)
	個人

	

	⑮　経口維持加算（Ⅰ）
	摂食機能障害を有し誤嚥が認められる入居者に対し医師の指示のもと管理栄養士及び看護職員による支援により経口による食事の摂取を進めた場合
	１月につき
４,０００円
	個人
	

	⑯　経口維持加算（Ⅱ）
	上記に加え食事の観察及び会議等に医師、歯科医師、歯科衛生士、言語聴覚士のいずれか１名以上が加わった場合
	１月につき
１,０００円
	個人
	

	⑰　退所前訪問相談援助加算
	退所後生活する居宅を訪問し、退所後の居宅サービス又は福祉サービスについて相談援助を行った場合
	１回

４,６００円
(早期相談２回)
(入居中１回又は２回を限度)
	個人
	

	⑱　退所後訪問相談援助加算
	退所後30日以内に居宅又は社会福祉施設等を訪問し相談援助を行った場合
	１回

４,６００円
（入居者１人につき１回限度）
	個人
	

	⑲　退所時相談援助加算
	退所後、居宅又は社会福祉施設等において居宅サービス、地域密着型サービスその他保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行い、かつ、退所日から２週間以内に市町村・老人介護支援センターに情報を提供した場合
	１回

４,０００円
（入居者１人につき１回限度）
	個人
	

	⑳　退所前連携加算
	退所後、指定居宅介護支援事業者に居宅サービス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供し、かつ、サービスの利用調整を行った場合
	１回
５,０００円
（入居者１人につき１回限度）
	個人
	

	㉑　退所時情報提供加算
	入居者が医療機関へ退所した際、生活支援上の留意点等の情報提供を行った場合
	１回につき
２,５００円
（入居者１人につき１回限度）
	個人
	

	㉒  再入所時栄養連携加算
	退院後に特別食等を必要とする者に関する栄養ケア計画を策定した場合
	１回につき
２,０００円
	個人
	

	㉓　褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）
	褥瘡ケア計画を作成し、厚生労働省へ褥瘡管理情報を提出した場合
	１月につき
３０円
	個人
	

	㉔　褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）
	入居者の褥瘡が治癒した場合、又は褥瘡リスクのある入居者に褥瘡の発生がない場合
	１月につき
１３０円
	個人
	

	㉕　排せつ支援加算（Ⅰ）
	排せつに介護を要する入居者の支援計画を作成し、厚生労働省へ情報を提出した場合
	１月につき
１００円
	個人
	

	㉖　排せつ支援加算（Ⅱ）
	要介護状態の軽減が見込まれる者の排尿・排便が改善・悪化がない場合、又は、おむつを使用しなくなった場合、又は、尿道カテーテルが抜去された場合
	１月につき
１５０円
	個人
	

	㉗　排せつ支援加算（Ⅲ）
	要介護状態の軽減が見込まれる者の排尿・排便が改善・悪化がない場合、かつ、おむつを使用しなくなった場合、かつ、尿道カテーテルが抜去された場合
	１月につき
２００円
	個人
	

	㉘　自立支援促進加算
	自立支援に係る支援計画を策定のうえケアを実施し、厚生労働省へ情報提出した場合
	１月につき
２,８００円
	個人
	

	㉙　口腔衛生管理加算（Ⅱ）
	入居者に対し歯科衛生士が口腔衛生の管理を行い、厚生労働省へ情報提出した場合
	１月につき
１,１００円
	個人
	


　※介護保険制度の改正によっては利用料金に変更があります。その際は、変更内容を通知致します。
（注）⑨ＡＤＬ維持等加算(Ⅱ)を算定する場合は、⑧ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)は算定しません。
　　　㉔褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)を算定する場合は、㉓褥瘡マネジメント加算(Ⅰ)は算定しません。
㉕排せつ支援加算(Ⅰ)、㉖排せつ支援加算(Ⅱ)、㉗排せつ支援加算(Ⅲ)については、いずれか１つを算定します。
７　介護保険の給付対象とならない費用
	項目
	費用の額

	食費


	· 食費は、食材費と調理費相当として１日につき、１，４４５円

の自己負担となります。（朝食２８５円、昼食５３０円、夕食６３０円。）ただし、介護保険負担限度額認定証の発行を受けている方は、記載されている食費の額とします。その額が負担限度額を下回った場合は、その額とします。

	施設が提供する特別な食事に係る
費用
	・　希望により、通常の食事以外に高価な食材を使い、特別に調理を行う場合は、かかった費用と通常の食事にかかる費用の差額が、自己負担となります。

	施設外の飲食店からの出前や購入、及び外食の費用
	· 希望により、施設外の飲食店から出前等をとる場合は、実費を負担していただきます。

	予防接種代等
	· 希望により、インフルエンザ等の予防接種を実施した場合は、実費を負担していただきます。

	感染症予防
	· 医師がインフルエンザ等の感染症の拡大防止のため、タミフル等の予防投与が必要との指示をし、タミフル等を投与した場合は実費を負担していただきます。

	居住費
	· 居住費は、室料及び光熱費相当として、１日につき、２,０６６円の自己負担となります。

ただし、収入等により居住費の負担限度額が設定されています。介護保険負担限度額認定証の発行を受けている方は、記載されている居住費の額とします。
· 居住費は、外泊期間・入院期間もベッドを確保しておくという意味で負担していただきます。この場合、６日目以降は居住費の負担限度額が適用されず、全額自己負担となります。

	理美容代
	· 理美容代は実費負担となります。

	クリーニング代
	· 希望により、クリーニングを依頼される場合は、実費を負担していただきます。

	個人の日用品
	· 希望により、シャンプー、リンス等施設が準備した以外のものを使用する場合は、実費を負担していただきます。

	上記のもの以外に、入居者の希望により購入する趣味嗜好品及び被服費は実費を負担していただきます。


８　入居者の負担軽減のための制度
　　次のとおり、入居者の負担軽減のための制度がありますのでご相談下さい。
（１）介護保険の食費・居住費の負担限度額の設定
入居者の収入等によって、利用者負担第１～第３段階②とそれ以外に認定され、食費・居住費の負担の上限額が設定されます。これは、市への申請が必要で、認定されると認定証が交付され、食費・居住費の自己負担限度額が定められます。
	利用者負担
	食費負担限度額
	居住費負担限度額

	第１段階
	３００円
	８８０円

	第２段階
	３９０円
	８８０円

	第３段階①
	６５０円
	１，３７０円

	第３段階②
	１，３６０円
	１，３７０円

	それ以外（基準費用額）
	１，４４５円
	２，０６６円


（２）高額介護サービス費
　　　介護保険給付内の施設サービス利用料の自己負担（１割、２割、３割負担）が、一定の上
限額を超えた場合は、別途申請することにより、上限額を超えた分が払い戻しされます。
（３）社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度
　　　当施設を運営する社会福祉法人は、利用者負担額軽減制度を実施しています。市が、特に生計が困難である者として認めた場合に、この制度が適用されます。
９　支払方法

　支払方法は、次の中から選択することができます。
（１）金融機関口座からの引き落とし
　　　施設の指定する金融機関口座から、毎月概ね２０日に前月分の利用料を引き落とさせてい
ただきます。請求書及び領収書については、あらかじめ定められた送付先へお送りします。
（２）金融機関口座への振込み
　　　毎月１５日までに、請求書をあらかじめ定められた送付先へお送りします。その月の２０
日までに指定する金融機関口座へ振込みください。領収書については、あらかじめ定められ
た送付先へお送りします。
１０　入居・退居について
（１）入居の手続きについて
　　①　入居を希望される方は、入所申込書に必要事項を記入の上、提出していただきます。
　②　入所申込書を受理するときは、介護保険被保険者証により、要介護認定の有無及び要介
護認定の有効期間を確認します。
　　③　入居に当たっては、施設内に設置する「入所検討委員会」において、入居の必要性の高
い方から優先的に決定します。入居日時等については、生活相談員がご連絡いたします。
　  ④　入居時に利用契約を締結し、サービスの提供を開始します。
（２）退居の手続き等について
　　　　次の事項に該当する場合は、契約は終了します。
1 入居者が死亡された場合
　　②　法人が、解散命令を受けた場合、破産した場合又は火災・風水害等やむを得ない事由に
より施設を閉鎖した場合
　　③　施設の滅失や重大な毀損により、施設サービスの提供が不可能になった場合
　　④　施設が施設の指定を取り消された場合、又は指定を辞退した場合
　　⑤　入居者から契約解除の申し出がされた場合
　　　　　入居者は、施設に対しいつでも契約の解除を申し入れることができます。この場合は、退居希望日の７日前までに申し出てください。ただし、以下の場合には、即時に契約を解除し、施設を退去することができます。
　　　ア　施設が、正当な理由なく施設サービスを提供しない場合
　　　イ　職員が、故意又は重大な過失により入居者の生命、身体、財産又は信用を傷つける等
の行為を行った場合
　　　ウ　他の入居者が、入居者の生命、身体、財産若しくは信用を傷つけた場合又は傷つける
恐れがある場合において、施設が適切な対応をとらない場合
　　　エ　施設若しくは職員が守秘義務に違反した場合
　　⑥　施設から退居の申し入れを行う場合
　　　ア　入居者が、利用料等の支払いが３か月以上遅延し、施設の催告にもかかわらず、支払
わない場合
イ　入居者が、他の入居者若しくは施設に勤務する職員の生命、身体、財産又は信用を傷
つける等の行為を行い、相当期間にわたる指導にもかかわらず、その状況の改善が見込
めない場合
　　　ウ　入居者が、医療機関へ入院する必要が生じた場合で、入院後３か月以内に退院するこ
とが見込まれない場合
エ　入居者の要介護状態が要介護１又は２と認定された場合
　　　　　ただし、要介護１又は２の要介護者のうち居宅生活を営むことが困難なことについて、
やむを得ない事由により特例的な施設入居が必要と施設が判断した場合を除く。
オ　入居者の要介護状態区分が自立又は要支援と認定された場合
　カ　施設での受け入れが困難となった場合（人工膀胱、膀胱瘻、腸瘻、経鼻経管栄養、夜
間も痰吸引が必要な方、在宅酸素使用者以外で酸素吸入が２４時間必要な方、筋委縮性
側索硬化症（ＡＬＳ）の方、人工呼吸器が必要な方、結核発病中の方、透析治療中の方、
インスリン注射の眠前打ちが必要な方等）

　
（３）円滑な退居のための支援
　　　　施設は、契約が終了し入居者が退居する場合は、必要な支援を行うものとする。
１１　施設利用上の留意事項
　　施設の利用に当たっては、次の事項の遵守をお願いします。
①　施設の居室や設備、器具は、本来の用途に従ってご利用ください。
　　②　政治活動、宗教活動は、個人的には自由ですが、他の入居者への勧誘活動や布教活動は
ご遠慮ください。また、周囲に迷惑となるような行動は控えてください。
　　③　敷地内は禁煙です。
　　④　外出又は外泊する場合は、施設に申し出てください。
　　⑤　喧嘩、口論、暴力または騒音等他の入居者の迷惑になる行為は、ご遠慮願います。
　　⑥　生もの等の持ち込みは、その時に食べられる程度にしてください。
１２　身元引受人
（１）施設への入居に当たっては、身元引受人を選定いただき、次のことをお願いしています。
　①　入居者が医療機関に入院することになった場合、入院手続きが円滑に行えるよう協力し
ていただきます。
　　②　施設を退去される場合、施設と連携して入居者の状態に見合った適切な受入先を確保す
るために、協力していただきます。
3 入居者がお亡くなりになった場合、遺体及び所持品の引き取り、その他必要な措置をし
ていただきます。
（２）身元引受人は入居者の施設に対する債務について連帯債務者となります。
（３）前項の連帯債務者の負担は、極度額９００，０００円を限度とします。
（４）連帯債務者たる身元引受人から請求があったときは、施設は、遅滞なく利用料等の支払い状況や滞納金の額、損害賠償の額等、入居者のすべての債務の額等に関する情報を提供する義務があります。
１３　非常災害時の対応
　　みとやの郷消防計画等に基づき、状況に応じた適切な対応を行います
	避難訓練の実施
	避難訓練、消火訓練：年２回　　消防署通報訓練：年２回

	協力体制
	雲南消防署・地元自治会

	防災設備
	スプリンクラー
	有
	消火用散水栓
	有

	
	自動火災報知機
	有
	自動火災報知装置
	有

	
	誘導灯
	有
	非常用電源
	有

	
	火災通報装置
	有
	消火器
	有

	防火管理者
	山根祐三


１４　事故発生時の対応
　　施設サービスの提供により事故が発生した場合は、事故予防対策についての取り決めに従い、速やかに雲南市長寿障がい福祉課、家族等関係機関に連絡を行い、必要な対応をします。
１５　苦情・相談等の受付
（１）苦情等の解決体制
　　　提供する施設サービス等に関する相談や苦情については、苦情解決に関する規程に基づき
適切に対応します。
（２）苦情等の窓口
　　①　施設における窓口及び解決者
	窓口担当者
	生活相談員　

	解　決　者
	施設長　

	利用時間
	月曜日～金曜日　８：３０　～　１７：３０

	利用方法
	電話　　０８５４－４５－０２５１　
面接　　苦情申し出者の方と日時を調整のうえ対応します。


②　第三者委員
	日野要次　０８５４－４５－４６２８

	名原智亮　０８５４－４５－４０７２


公平中立な立場で、苦情を受け付け相談にのっていただける委員です。
③　行政機関等
	名称
	所在地
	電話番号

	雲南市長寿障がい福祉課
	雲南市木次町里方５２１－１
	０８５４－４０－１０４２

	島根県国民健康保険団体連合会
	松江市学園一丁目７番１４号
	０８５２－２１－２８１１

	島根県運営適正化委員会
	松江市東津田町１７４１－３
	０８５２－３２－５９１３


１６　虐待防止・身体拘束廃止のための措置
（１）虐待防止
　　　入居者の人権を擁護し、虐待を防止するために次の取組を行います。
1 研修等を通じて、職員の人権意識の向上や知識・技術の向上を図ります。
（２）身体拘束
　　　入居者に対し、身体拘束その他入居者の行動を制限する行為は行いません。ただし、入居
者等の生命又は身体に危険がある場合等緊急やむを得ない場合は、次のとおり対応します。
　　　①　緊急やむを得ない場合に該当するのか、身体拘束廃止委員会で検討します。
　　　②　緊急やむを得ないと判断した場合は、家族等へその内容、目的、理由、拘束の期間等を詳細に説明し同意を得た上で、行います。
　　　③　拘束の期間は、入居者の日々の心身の状況等を観察し、記録します。
　　　④　拘束の期間が終了した時やその要件に該当しなくなった場合は、速やかに身体拘束廃止委員会で検討し、身体拘束等を解除します。

１７　衛生管理
　　施設の設備及び備品等については、消毒等の衛生管理を徹底します。また、空調設備により
適切な温度管理を行います。
　入居者、職員ともに手洗い、うがいを励行し、感染予防の徹底に努めます。
　感染症及び食中毒の派生防止又はまん延防止をするための委員会を設置し、職員に対し定期
的な研修を実施するなど必要な対策を講じるものとする。
１８　医療体制
　当施設の医療体制は次のとおりです。
（１）施設の嘱託医師
　　　入居者の病気の予防、早期発見のため、日々の健康管理を行います。
	名称
	医師名
	診察日

	和田医院
	三代知子
	定期に月１回以上及び随時

	平成記念病院
	陶山紳一朗
	定期に月１回以上及び随時


（２）協力医療機関
　　　病院での診察や緊急時等の対応のため、協力医療機関を次のとおり定めています。
	名称
	所在地

	雲南市立病院
	雲南市大東町飯田９６－１

	平成記念病院（嘱託医師）
	雲南市三刀屋町三刀屋１２９４－１

	奥出雲コスモ病院
	雲南市木次町里方１２７５－２

	和田医院（嘱託医師）
	雲南市三刀屋町三刀屋９７４－２


　
（３）協力歯科医院　　　　　　　　　
　　　足立歯科医院　　　　　　　　　雲南市三刀屋町三刀屋１０６６－２
１９　緊急時の対応

　　サービスの提供時に入居者の病状が急変した場合、その他必要な場合は、速やかに主治医や協力医療機関への連絡等必要な措置を講じます。

ご家族等へは同意書にご記入いただいた連絡先に連絡します。
２０　個人情報の使用及び管理について

　　施設長は、職員であった者が、職務上知り得た入居者及びその家族等に関する一切の秘密を他に漏らすことがないよう、必要な措置を講じるものとする。
　施設は、関係機関、医療機関、その他入居者に関する情報を提供する場合には、あらかじめ文書により入居者及び家族の同意を得るものとする。

　　個人情報の保護に係る規程を掲示し公表するものとする。
　【　個人情報保護管理体制　】
　　個人情報保護管理者　　施設長　　　　
　　相談窓口　　　　　　　生活相談員　
２１　高齢者福祉サービス事業所等における第三者評価
　　実施なし
２２　損害賠償について
　　施設において、施設の責任により入居者に生じた損害については、速やかにその損害を賠償します。守秘義務に違反した場合も同様とします。
　　ただし、損害の発生について、入居者に故意又は過失が認められた場合には、入居者の置かれた心身の状況等を斟酌して減額するのが相当と認められた場合には、施設の損害賠償責任を減じさせていただきます。
ユニット型指定介護老人福祉施設
特別養護老人ホームみとやの郷
重要事項説明・同意書
　私は、｢ユニット型指定介護老人福祉施設特別養護老人ホームみとやの郷
重要事項説明書｣により、入居者及び身元引受人に対し、重要事項の説明を

しました。

　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　＜説明者＞
                                     生活相談員

　　　　　　　　　　　　　 氏　名：　　渡　部　え　り　か　　 　　　㊞

　私は、ユニット型指定介護老人福祉施設特別養護老人ホームみとやの郷へ

入居するに当たり、｢ユニット型指定介護老人福祉施設特別養護老人ホーム

みとやの郷重要事項説明書｣を受領し、重要事項に関して、担当者による説
明を受け、十分に理解した上で同意します。

令和　　年　　月　　日　

＜入居者＞
住　所　

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　
＜身元引受人又は後見人＞
住　所
　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
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